事業所間連携会議にかかる記録(報告書)
記録の提出：　　年　　月　　日
（会議の開催：　　年　　月　　日）
（あて先）名古屋市　　区長

　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連 絡 先

下記のとおり関係書類を添えて事業所間連携会議の記録を報告します。

	受給者証番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	児童氏名
	

	参加者
	

	児童の状況と支援の要点
	

	事業所間で必要な連携及び連携方法
	

	次の会議開催の目安となる時期
	□１カ月　□６カ月　□その他（　　　　)　 ※1
(６カ月以外の場合の理由：　　　　　　　　　　　　　)

	障害児相談支援の利用の必要性※2
	□必要性あり(理由：　　　)　　　　　□必要性なし
(その他：　　　　　　　　)

	添付書類　※3
	□個別支援計画(参加した事業所分)



【区役所・支所処理欄】
	次の会議開催の目安となる時期の妥当性の有無
	□ 有　　　□ 無

	障害児相談支援の利用の必要性の有無
	□ 有　　　□ 無


＜記入する上での留意点＞
※1事業所間連携会議の開催頻度は、給付決定後早期に一度開催し、その後は6月に1回の頻度で開催することを原則とする。但し、コア連携事業所において、加算対象児の変化が著しい場合など取組の頻度を高める必要があると判断された場合(以下の例を参照)には、開催頻度を高くして実施することが可能。
【会議の開催頻度を高める必要があると判断される例】
※2障害児相談支援の利用の必要性がある場合は以下の通りとし、その理由として該当する番号(①～⑤)を括弧内に記入すること。また、①～⑤のいずれにも当てはまらない場合は、その他の欄に簡潔に記入すること。
【障害児相談支援の利用の必要性がある場合】

※3この報告は会議終了後の概ね2週間前までに提出すること。
別紙３





(具体例)


・利用する指定障害児通所支援事業所の頻繁な変更やそのおそれのある障害児


・障害児通所支援等を安定的に利用することに課題のある障害児


・医療的ケア児など障害児通所支援事業者等と医療機関等との多機関連携が必要な障害児


・家族や地域住民等との関係が不安定な世帯の障害児


・学齢期の長期休暇等により、心身の状態が変化するおそれのある障害児


・就学前の児童の状態や支援方法に関して、保護者の不安の軽減・解消を図る必要のある障害児


・進学や就労をはじめとしたライフステージの移行期にある障害児や、複数の事業所を利用する等により発達支援や家族支援に係る連絡調整等が頻回に必要な障害


（状態像等）


・複合的な課題を抱えた世帯の障害児


・医療的ケア児


・強度行動障害を有する児


・被虐待児又はその恐れのある障害児（保護者の障害理解の不足、介護疲れが見られる、保護者自身が支援を要する、キーパーソンの不在や体調不良、死亡等の変化）








①医療的ケア児などケアニーズが高く、医療機関等との多機関連携が必要な障害児


②家族や地域住民等との関係が不安定な世帯の障害児


③学齢期の長期休暇等により、心身の状態が変化するおそれのある障害児


④保護者の不安の軽減・解消を図る必要のある障害児


⑤事業所間で連絡調整等が頻回に必要な障害児等


※児童虐待の疑い等、児童の安全に影響を及ぼす緊急性のあるものは、各事業所より児童相談所等への連絡を行うこと。












